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環境会計

　国内グループ会社での環境負荷コスト比率は5.5%（2003

年度5.3%）、産廃原価比率は5.7%（2003年度5.4%）となり

ました。環境負荷コスト比率、産廃原価比率ともに2003年度

より悪化、産廃原価比率は予算未達となっています。

　海外グループ会社での環境負荷コスト比率については、

石油価格高騰のため環境負荷コスト比率・産廃原価比率は昨年度より悪化しました

　マテリアルフローコスト会計は、環境保護に熱心なドイツで開発さ
れた環境マネジメント会計手法です。その特徴は、生産に投入されるマ
テリアル、エネルギー、その他の製造コストを、製品へのフローと廃棄
物へのフローに分け、工程単位で物量と金額の両面から把握すること
です。それらを細かく分析することで、製品にならなかった廃棄物や不
良品に費やした原材料や電気代、人件費など製造の改善ポイントが明
確になり、効率的な改善施策や設備投資が可能になります。
　日東電工は2000年10月、経済産業省がモデル事業を開始した際、
国内初のモデル企業として、マテリアルフローコスト会計を、豊橋事業
所の粘着テープの生産工程で試験導入しました。

国内企業で初めてマテリアルフローコスト会計をもとに、設備投資を行いました
TOPICS

　2004年度は2003年度と比較し、環境保全コストが増加し

ました。これは、生産増にともなって産廃量が増加したことに

よる廃棄物処理費の増加、環境設備の減価償却費の増加と環境

設備投資が原因です。2004年に導入した主な環境設備は、燃

料転換にともなう設備、溶剤回収装置、脱臭炉です。

　また、日東電工単体での環境負荷コスト比率（売上高に

占める環境負荷コストの割合）は14.1%（2003年度実績

15.3%）、産廃原価比率については12.3%（2003年度実

績13.8%）となり、2003年度に続いて改善することがで

きました。

　産廃原価は、豊橋事業所での廃溶剤の再利用や、総ロス削

減プロジェクト　　　 の活動により減少すると予測されま

すが、継続して取り組まなくてはならない大きな問題である

と考えています。

さらに継続して
産廃原価の削減に取り組みます

環境負荷低減とコスト削減を両立させるため
独自の観点から環境会計を行っています

　この結果、製品にならなかった廃棄物などにかかった費用の割合は
製造原価全体の3割程度に上り、その大きな原因となっていた製造工程
などが判明しました。2003年度までに、原材料の見直し、製造方法の
改善をすることでこの割合を2割に抑えましたが、生産工程を抜本的に
改善するため、2004年度、同会計をもとに国内企業としてははじめて
本格投資することを決めました。2005年夏に稼動予定の新設備が完
成すれば、これらの無駄なコストを大幅に削減できると期待していま
す。また、同会計では、工程単位で廃棄物原価が分かるため、設備投資の
判断に役立つという利点もあります。

■ 環境保全コスト・環境負荷コスト比率 （日東電工単体）
（百万円） （％）
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環境保全コスト予算
環境負荷コスト比率予算

環境保全コスト実算
環境負荷コスト比率実算

��

��

��

��

��

��

�

�������
�������

16.6

18.8
17.6

15.3
14.116.6 17.2

16.5
15.4

�������
�������

�������

��������������������� �������

18.4

�������

日東電工単体の2004年度の実績日東電工グループの環境会計の特徴 国内・海外グループ会社の2004年度の実績

→P22

◆対象期間     
日東電工グループの事業年度（毎年4月1日から翌年3月31日
まで）とする

8.5%（2003年度8.2%）、産廃原価比率についても5.3%

（2003年度4.5%）となり、国内グループ会社と同様いずれ

も昨年度よりも悪化し、また予算未達となりました。

　どちらも、石油価格高騰による溶剤購入費の増加と産廃原

価の増加によるものです。
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■ 環境保全コスト・環境負荷コスト比率 （海外グループ会社）
（百万円） （％）
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環境保全コスト予算
環境負荷コスト比率予算

環境保全コスト実算
環境負荷コスト比率実算
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集計範囲 :日東シンコー（株）、（株）ニトムズ、三重日東電工（株）、
  日東ライフテック（株）

集計範囲 :パーマセル、ハイドロノーティクス、日東ヨーロッパ、
日東電工上海松江、台湾日東電工、
日東電工エレクトロニクスマレーシア、
日東電工マテリアルタイランド

環境保全コスト 環境保全のために使用した費用

一般経費

産廃処理費

業務委託費

人件費

減価償却費

Ｒ＆Ｄ＆Ｅ費

環境負荷コスト 環境に負荷をかけているもののコスト

産廃原価

エネルギー費

溶剤購入費

用水使用料

廃棄物そのものの材料費と加工費

生産工場が外部から購入する電力、
燃料（重油、LPG、天然ガスなど）
購入費の総額

外部から購入する溶剤購入費の総額

工業用水、上水など用水の使用料
の総額

廃棄物処理費・業務委託費・人件費・設備投資（減価償却費）・研
究開発費を除く経費（排ガス処理設備や排水処理設備などの管
理費や修繕料／ISO14001に係る費用／廃棄物削減や省エ
ネルギーなどに必要な活動費／環境情報公開や環境広告に係
る費用、寄付金等）

外部に委託した廃棄物処理やリサイクルに係る費用

環境保全のために必要な作業をグループ会社や外部に業務委
託する費用

環境保全に従事する社員の人件費

環境保全を目的とした設備（以下環境設備）の対象期間中（事
業年度中）における減価償却費の合計

環境保全を主要な目的とした技術開発のための一般経費・産
廃処理費・業務委託費・人件費・設備投資（減価償却費）

環境負荷コスト比率（％）：
売上高

×100環境負荷コスト比率＝
環境負荷コスト

産廃原価比率（％）： 内作生産高
×100産廃原価比率＝

産廃原価

　日東電工グループでは、2000年度から日東電工単体、

2001年度から国内主要製造グループ会社、2002年度から

海外主要製造グループ会社に環境会計を導入しています。環

境省のガイドラインや経済産業省の指針などを参考に、環境

への負荷を低減すると同時にコスト削減を図るためのツー

ルとして、独自の観点から環境会計を行っています。

　グループの環境会計の特徴は2つあります。1つ目は、事業

部、グループ会社ごとに達成すべき目標として環境予算を設

定し、環境課題・責任などを明確にしていること。2つ目は、

環境省ガイドラインに示された「環境保全コスト」に加えて、

「環境負荷コスト」という環境に負荷を与えているものの金

額を明確にしていることです。「環境負荷コスト」には、産廃

原価（製品にならない産業廃棄物の材料費や加工費）や製造

段階で使用されるエネルギー費や溶剤購入費、水の購入費が

含まれています。

　グループは、環境保全コストを有効に使い、環境負荷コス

トの低減を図ることで、資源生産性を向上させ、トータル

ローコストの実現を目指しています。しかし、現実には環境

会計を経営に充分活用しているとはいえません。そこで、今

後も経営に役立つ環境会計の研究を続けていきます。

産廃原価比率の推移は         をご覧下さい。

◆定義
１）環境に関わる活動や環境への影響を、貨幣価値（会計情報）
もしくは物量（物量情報）で評価する

２）環境コストは環境保全コストと環境負荷コストで構成する 
    

→P23、24

P22

集計の考え方
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■ 環境保全コスト・環境負荷コスト比率 （国内グループ会社）
（百万円） （％）
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環境保全コスト予算
環境負荷コスト比率予算

環境保全コスト実算
環境負荷コスト比率実算
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環境保全での取り組み


